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新型コロナウイルス感染症の感染拡大にともなう事業
活動等への影響（令和２年８月調査）
１．経営や事業活動への影響

新型コロナウイルス感染症の感染拡大にともなう2020年７月の経営や事業活動への
影響を尋ねたところ、全体では「影響あり」が81.1％（前回調査80.4％）と最も高く、「今
後影響あり」9.2％（同9.0％）、「影響なし」7.8％（同8.5％）の順であった。業種別に
みると、「影響あり」が最も高いのは小売業で85.8％（同83.2％）を占めた。

２．売上高への影響
経営や事業活動への影響（図表６）で「影響あり」とした企業に、2019年７月と比

較した2020年７月の売上高を尋ねたところ、全体では『減少』が94.2％（前回調査93.4％）
を占めた。『減少』の内訳をみると、「減少（10～30％未満）」が37.9％（同33.8％）と
最も高く、次いで「減少（30～50％未満）」が23.2％（同23.1％）であった。

４．為替変動の影響を受ける通貨
為替変動の影響を受ける通貨を尋ねたところ、海外との「取引関係がある」企業は、

第１位「米ドル」（75.9％）、第２位「ユーロ」（20.9％）、第３位「中国元」（14.9％）
であった。

業種別にみると、全業種で「米ドル」が第１位を占めた。第２位は、製造業とサー
ビス業では「中国元」、卸売業と小売業は「ユーロ」となった。

注） 海外との取引関係の有無（図表１）で「取引関係がある」とした企業のみを集計。
　　無回答を除き集計。複数回答

図表４　為替変動の影響を受ける通貨 （％）  　　　

順位
区分 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位 第６位 n

全体 米ドル
75.9

ユーロ
20.9

中国元
14.9

特になし
10.0

その他通貨
7.2

韓国ウォン
5.7 349

製造業 米ドル
77.7

中国元
18.0

ユーロ
13.7

韓国ウォン
10.8

特になし
10.1

その他通貨
8.6 139

卸売業 米ドル
80.7

ユーロ
25.2

中国元
9.6

特になし
8.1

その他通貨
5.2

韓国ウォン
1.5 135

小売業 米ドル
64.7

ユーロ
32.4

中国元／特になし
11.8

その他通貨
5.9

韓国ウォン
2.9 34

サービス業 米ドル
63.4

中国元
24.4

ユーロ
22.0

特になし
14.6

その他通貨
9.8

韓国ウォン
4.9 41

５．取引先の海外展開・生産移転の状況
取引先（顧客や仕入先）の１年前と比較した海外展開や生産移転の状況を尋ねたと

ころ、「より進んだ」が5.1％、「あまり進まなかった」が13.9％、「どちらともいえない」
が30.0％、「国内に回帰した」が4.8％、「分からない」が46.2％となった。

業種別にみると、「より進んだ」の割合が最も高いのは製造業で7.2％、一方「より
進んだ」の割合が最も低いのはサービス業の1.4％であった。

図表５　取引先の海外展開・生産移転の状況

注） 無回答を除き集計。四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。
0 20 40 60 80 100  （％）

サービス業

小売業

卸売業

製造業

全体 30.030.0 4.84.85.15.1 13.913.9 46.246.2

32.132.1 4.74.77.27.2 17.317.3 38.638.6

34.534.5 6.26.27.07.0 15.915.9 36.436.4

29.629.6 3.03.03.03.0 10.410.4 54.154.1

21.621.61.41.4 9.19.1 63.563.54.34.3

n
878

277

258

135

208

より進んだ あまり進まなかった どちらともいえない 国内に回帰した 分からない

図表６　経営や事業活動への影響

図表７　売上高への影響

0 20 40 60 80 100  （％）

サービス業

小売業

卸売業

製造業

全体 81.1（80.4）81.1（80.4） 9.2（9.0）9.2（9.0）7.8（8.5）7.8（8.5）1.9
（2.1）

1.9
（2.1）

82.5（83.3）82.5（83.3） 10.2（8.9）10.2（8.9）5.3（5.9）5.3（5.9）1.9
（1.9）

1.9
（1.9）

83.8（82.9）83.8（82.9） 8.8（9.2）8.8（9.2）6.0（6.4）6.0（6.4）1.4
（1.4）

1.4
（1.4）

85.8（83.2）85.8（83.2） 6.4（7.7）6.4（7.7）7.5（8.1）7.5（8.1）0.3
（1.0）

0.3
（1.0）

72.8（72.4）72.8（72.4） 10.6（10.0）10.6（10.0） 12.9（13.6）12.9（13.6） 3.6
（3.9）

3.6
（3.9）

影響あり 今後影響あり 影響なし 不明
n

1,429

412

365

295

357

0 20 40 60 80 100  （％）

サービス業

小売業

卸売業

製造業

全体 13.1（12.9）13.1（12.9） 37.9（33.8）37.9（33.8） 23.2（23.1）23.2（23.1） 20.0（23.6）20.0（23.6）

8.4（8.8）8.4（8.8） 35.5（30.5）35.5（30.5） 25.3（26.6）25.3（26.6） 26.2（27.3）26.2（27.3）

44.5（42.6）44.5（42.6）13.3（12.7）13.3（12.7） 19.6（22.0）19.6（22.0） 14.6（17.2）14.6（17.2）

35.3（34.7）35.3（34.7） 27.7（22.7）27.7（22.7）14.5（10.3）14.5（10.3） 15.7（22.7）15.7（22.7）

35.8（26.7）35.8（26.7）17.7（20.4）17.7（20.4） 20.5（20.4）20.5（20.4） 22.4（27.5）22.4（27.5）

減少（10％未満） 減少（10～30％未満） 減少（30～50％未満） 減少（50％以上） 増加 不変

0.8
（2.7）

0.8
（2.7）

3.1
（4.4）

3.1
（4.4）

2.6
（2.3）

2.6
（2.3）

1.8
（4.2）

1.8
（4.2）

2.7
（2.6）

2.7
（2.6）

5.0（3.8）5.0（3.8）3.0
（1.7）

3.0
（1.7）

4.8（7.0）4.8（7.0）2.0
（2.5）

2.0
（2.5）

2.8
（2.4）

2.8
（2.4）

n
1,136

332

301

249

254

（『減少』94.2（93.4））（『減少』94.2（93.4））

（『減少』95.4（93.2））（『減少』95.4（93.2））

（『減少』92.0（94.5））（『減少』92.0（94.5））

（『減少』93.2（90.4））（『減少』93.2（90.4））

（『減少』96.4（95.0））（『減少』96.4（95.0））

注） 無回答を除き集計。（　）内は前回調査（令和２年７月）の数値。四捨五入のため合計が100％にな
らない場合がある。

注） 経営や事業活動の影響（図表６）で「影響あり」とした企業のみを集計。無回答を除き集計。
　　（　）内は前回調査（令和２年７月）の数値。四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。
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４．利用した中小企業支援策
国や東京都などが実施する中小企業支援策利用の有無（図表８）で「利用した（申

請中を含む）」と回答した企業に、どのような支援策を利用（申請）したかを尋ねた
ところ、全体では「協力金・給付金・助成金等」が76.2％（前回調査77.6％）と最も高く、

「融資制度」59.5％（同58.9％）、「税金の支払猶予」8.2％（同8.5％）の順で続いた。
６．�新型コロナウイルス感染症の感染拡大にともなう経営や事業活動への影

響、対応等についてのご意見
　 （以下、特徴的なご意見を抜粋しています。掲載にあたり若干の加筆・修正を加えています。）
・ 長びくコロナ禍で消費マインドが低迷し今後、受注が減少してくると思われます。

 （製造業）
・インターネットを利用したＢtoＣに変更中です。 （卸売業）
・年輩のお客様が激減。売上も、厳しい状態が続いています。 （小売業）
・在宅勤務を導入しましたが、業務への影響は不透明です。 （サービス業）
・ 検温、換気、消毒等は行っており、感染拡大防止に努めています。先行きが見え

ず不安です。 （サービス業）

３．�国や東京都などが実施する中小企業支援策利用の有無
経営や事業活動への影響（図表６）で「影響あり」と回答した企業に、国や東京都

などが実施する中小企業支援策を利用した（申請中を含む）かを尋ねたところ、全体
では「利用した（申請中を含む）」が67.7％（前回調査62.8％）、「利用していない」が
32.3％（同37.2％）であった。

５．�影響の具体的な内容
経営や事業活動への影響（図表６）で「影響あり」、「今後影響あり」と回答した企業に、

具体的にどのような影響が出ているか、今後影響があるかを尋ねたところ、全体では
「外出の手控えなどによる個人消費の低迷」が63.0％（前回調査61.3％）と最も高く、
「感染防止対策によるコスト増加」23.5％（同23.0％）、「サプライチェーンの断絶等で
生産活動に支障」16.2％（同14.8％）、「販売用の商品・製品の調達が困難」13.6％（同
16.3％）、「インバウンドの減少」13.5％（同13.0％）の順で続いた。

（％） 　　　　

税金の
支払猶予 融資制度 相談窓口 専門家の

派遣

協力金・
給付金・
助成金等

行政手続き
期限の延長 
・免責

その他
n  

全体 8.2（ 8.5） 59.5（58.9） 1.6（2.2） 0.7（0.8） 76.2（77.6） 2.3（2.6） 0.8（1.6） 734

製造業 7.4（ 6.0） 61.7（59.3） 0.4（0.5） 1.2（0.5） 77.7（79.4） 2.7（1.0） 1.2（1.5） 256

卸売業 6.1（ 7.9） 65.2（69.7） 3.3（1.8） 0.6（0.6） 74.6（68.5） 1.1（4.2） 0.0（1.2） 181

小売業 12.4（12.7） 51.9（49.2） 0.8（4.2） 0.8（1.7） 72.9（80.5） 2.3（4.2） 1.6（3.4） 129 

サービス業 8.3（ 9.3） 56.0（54.3） 2.4（3.1） 0.0（0.6） 78.0（82.7） 3.0（1.9） 0.6（0.6） 168 

注） 国や東京都などが実施する中小企業支援策利用の有無（図表８）で「利用した（申請中を含む）」
と回答した企業のみを集計。無回答を除き集計。（　）内は前回調査（令和２年７月）の数値。

　　複数回答。

図表９　利用した中小企業支援策

図表10　影響の具体的な内容
（％） 　　　　

サプライチ
ェーンの断
絶等で生産
活動に支障

輸出が困難
販売用の商
品・製品の
調達が困難

インバウン
ドの減少

外出の手控
えなどによ
る個人消費
の低迷

感染防止対
策によるコ
スト増加

その他

n

全体 16.2（14.8） 8.8（ 9.5） 13.6（16.3） 13.5（13.0） 63.0（61.3） 23.5（23.0） 16.8（16.7） 1,111 

製造業 29.8（24.0） 17.6（21.3） 9.1（11.1） 15.4（12.5） 52.4（50.2） 17.2（16.4） 16.3（17.8） 319 

卸売業 14.1（15.8） 8.4（ 8.6） 19.5（20.2） 14.8（15.1） 61.6（62.0） 21.9（22.9） 16.5（16.1） 297 

小売業 4.3（ 3.8） 2.6（ 3.0） 19.6（26.6） 12.3（13.1） 91.5（84.4） 24.7（19.4） 4.3（ 7.6） 235 

サービス業 12.7（13.5） 4.2（ 3.3） 6.9（ 7.8） 10.8（11.1） 51.9（51.2） 31.9（34.4） 29.2（25.0） 260 

注） 経営や事業活動の影響（図表６）で「影響あり」、「今後影響あり」と回答した企業のみを集計。
　　無回答を除き集計。（　）内は前回調査（令和２年７月）の数値。複数回答。

図表８　国や東京都などが実施する中小企業支援策利用の有無

0 20 40 60 80 100  （％）

サービス業

小売業

卸売業

製造業

全体 67.7（62.8）67.7（62.8） 32.3（37.2）32.3（37.2）

79.8（67.9）79.8（67.9） 20.2（32.1）20.2（32.1）

62.8（60.8）62.8（60.8） 37.2（39.2）37.2（39.2）

55.8（54.3）55.8（54.3） 44.2（45.7）44.2（45.7）

69.0（66.7）69.0（66.7） 31.0（33.3）31.0（33.3）

利用した（申請中を含む） 利用していない

1,089

321

290

233

245

n

注）経営や事業活動の影響（図表６）で「影響あり」と回答した企業のみを集計。無回答を除き集計。
　　（　）内は前回調査（令和２年７月）の数値。四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。
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